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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の状況

回次 第11期中 第12期中 第13期中 第11期 第12期

会計期間

自平成17年
10月１日
至平成18年
３月31日

自平成18年
10月１日
至平成19年
３月31日

自平成19年
10月１日
至平成20年
３月31日

自平成17年
10月１日
至平成18年
９月30日

自平成18年
10月１日
至平成19年
９月30日

売上高（千円） 663,879 718,125 851,987 1,526,930 1,606,986

経常損失（千円） 435,000 373,415 401,899 782,535 827,528

中間（当期）純損益（△は損

失）（千円）
△480,411 △378,056 △1,176,979 △821,011 100,235

持分法を適用した場合の投資

損失（千円）
14,546 20,173 － 19,874 －

資本金（千円） 2,054,750 2,150,495 2,260,832 2,056,750 2,193,030

発行済株式総数（株） 555,560 571,640 591,520 556,200 577,720

純資産額（千円） 4,100,939 3,581,040 3,101,603 3,764,377 4,088,296

総資産額（千円） 4,489,562 3,929,174 3,448,817 4,237,448 4,501,137

１株当たり純資産額（円） 7,381.63 6,251.79 5,233.63 6,768.03 7,065.01

１株当たり中間（当期）純損

益金額（△は損失）（円）
△866.04 △676.67 △2,006.31 △1,479.51 176.90

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額（円）
－ － － － 174.62

１株当たり配当額（円） － － － － －

自己資本比率（％） 91.3 91.0 89.8 88.8 90.7

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
△378,883 △377,175 △347,054 △641,463 △851,877

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
△204,250 103,299 △187,320 △752,692 192,059

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円）
11,000 177,774 123,473 5,000 250,468

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円）
3,138,297 2,225,174 1,501,025 2,321,275 1,911,926

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）

（人）

131

(9)

115

(13)

119

(14)

130

(8)

123

(13)

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等にかかる主要な経営指標等の推移

については記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資損益については、第12期及び第13期中は関連会社は存在しますが重要性が乏し

いため記載しておりません。

４．第11期中、第12期中、第13期中及び第11期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、１株
当たり中間（当期）純損失が計上されているため記載しておりません。

５．第11期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９
日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号　　平成17年12月９日）を適用しております。
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２【事業の内容】

　当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

３【関係会社の状況】

　当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

　 平成20年３月31日現在

従業員数（人） 119 (14) 

　（注）従業員数には、当社が免疫細胞療法総合支援サービスを提供している契約医療機関への出向者53名が含まれてお

ります。臨時雇用者数は（　）内に当中間会計期間における平均人員を外数で記載しております。

(2）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係に特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当社は、主力事業である免疫細胞療法総合支援サービスを本格的な成長軌道に乗せるべく、前期に引き続き、医療

チャネルの拡充に向け、患者の治療選択プロセスにおいて実質的な決定力を有する医師・医療機関に対し、臨床開

発の成果に基づく訴求力の高い学術営業活動を展開するとともに、患者及び患者家族に向けた継続的な情報発信に

よって需要喚起を図り、市場の顕在化及び拡大に努めております。このような取り組みの中、平成19年10月には、こ

れまで研究開発を行ってきたガンマ・デルタT細胞療法に係る技術の実用化に成功し、当社の契約医療機関である

医療法人社団滉志会瀬田クリニックグループの４医療機関に対して、サービスの提供を開始いたしました。また、学

術営業活動の成果として、当社の技術を用いて治療を実施する医療機関のネットワークが着実に拡充されるととも

に、各種メディアやWebサイトを活用した患者向け情報提供等による免疫細胞療法に係る患者認知度の向上もあり、

当中間会計期間の売上高は、前年同期を18.6％上回る結果となりました。

　一方、研究開発活動についても、前期に引き続き、「免疫細胞療法に係るEvidenceの強化」、「より治療効果の高い

新たな免疫細胞療法に係る技術の開発」、「細胞加工プロセスの大幅な効率化と細胞輸送技術の強化」を目標とし

て、より出口に近いテーマにプライオリティを置いて推進しております。平成19年11月には、第37回日本免疫学会総

会・学術集会において、当社と豪州クイーンズランド州立大学とで行っているガンマ・デルタT細胞療法に係る共

同研究の成果について、「Vγ9Vδ2T細胞の癌細胞傷害能はモノクロナール抗体治療薬（リツキシマブ、トラスツ

ツマブ）により増強する」をテーマに、当社と豪州クイーンズランド州立大学が共同で発表いたしました。Evidence

の強化については、継続中の各種臨床研究に加え、当中間会計期間には新たに、東京大学との結腸・直腸がんの肺転

移に対する共同臨床研究、東京大学医学部附属病院との膵がんに対する共同臨床研究、東京医科大学とのC型肝炎

ウィルス由来肝細胞がんに対する共同臨床研究を開始するなど、引き続き、大学病院や各地域の中核医療機関との

共同臨床研究を積極的に推進しております。また、平成20年３月には、九州大学と基本契約を締結して新たな遺伝子

・免疫治療技術の実用化に向けた共同研究を開始いたしました。なお、平成19年11月には、研究開発の効率化による

研究開発力の向上と研究開発のスピードアップを図ることを目的として、それまで３ヶ所に分散していた研究開発

拠点を東京都世田谷区に統合し、新たに「研究開発センター」として研究開発を推進しております。

　このように、事業全般は着実な進展を見ているものの、当中間会計期間においては、急激な円高の進展により、

MASA Life Science Ventures, LPへの出資金の中間会計期間末評価において、72,554千円の為替差損を計上いたしまし

た。さらに、当中間会計期間末において、前事業年度に936,901千円の株式交換益を計上した韓国KOSDAQ上場企業

KOREA HINET Co., Ltd株式の時価が、取得時の32％まで下落したことに伴い、減損処理を適用し、有価証券評価損

770,717千円を特別損失に計上いたしました。

　以上の結果、当中間会計期間の業績は、売上高は851,987千円（前年同期比18.6％増）、営業損失は339,880千円（前

年同期は営業損失367,260千円）、経常損失は401,899千円（前年同期は経常損失373,415千円）、中間純損失は

1,176,979千円（前年同期は中間純損失378,056千円）となりました。
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(2）キャッシュ・フロー

　当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税引前中間純損失が1,172,617千円とな

るなどの営業活動によるキャッシュ・フローの減少、有形・無形固定資産の取得、投資有価証券の取得等による投

資活動によるキャッシュ・フローの減少、第三者割当の新株予約権の行使による新株の発行等による財務活動によ

るキャッシュ・フローの増加等により当中間会計期間末には1,501,025千円となりました。その結果、資金残高は前

期末より410,901千円減少しております。

　当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は347,054千円（前年同期比8.0％減）となりました。

　これは主に、税引前中間純損失1,172,617千円、減価償却費62,698千円、投資有価証券評価損770,717千円等によるも

のであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は187,320千円（前年同期は103,299千円の獲得）となりました。

　これは主に、研究開発設備等の有形固定資産の取得31,287千円、投資有価証券の取得193,845千円、短期貸付金の回

収65,227千円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果獲得した資金は123,473千円（前年同期比30.5％減）となりました。

　これは、長期借入金の返済10,000千円、第三者割当の新株予約権の行使等の株式の発行による収入133,473千円によ

るものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

　該当事項はありません。

(2) 受注状況

　該当事項はありません。

(3) 販売実績

　当中間会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別
当中間会計期間

（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前年同期比（％）

免疫細胞療法総合支援サービス（千円） 827,361 118.5

その他（千円） 24,626 121.8

合計（千円） 851,987 118.6

　（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２．前中間会計期間及び当中間会計期間の主要な販売先及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のと

おりであります。

相手先

前中間会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日） 相手先

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

新横浜メディカルクリニック 417,004 58.1
医療法人社団　滉志会

瀬田クリニック新横浜
473,157 55.5

かとう緑地公園クリニック 150,418 21.0
医療法人社団　滉志会

瀬田クリニック大阪
220,171 25.8

（注）新横浜メディカルクリニック及びかとう緑地公園クリニックは、平成19年７月にそれぞれ、医療法人社団滉志会

瀬田クリニック新横浜、医療法人社団滉志会瀬田クリニック大阪に名称を変更しております。

３【対処すべき課題】

　当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。

４【経営上の重要な契約等】

　当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約はありません。
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５【研究開発活動】

　当社は、がんや感染症分野及び難治性疾患に対する基礎研究から実用化を目指した技術開発及び臨床応用の促進ま

で、幅広い研究開発活動を推進しており、マイルストーンに沿った進捗が得られるように管理、運営を図っておりま

す。現在は特に、当社の中核事業である免疫細胞療法総合支援サービスに関わる臨床的エビデンスの構築や治療効果

向上のための技術改良に積極的に取り組んでおり、成果のいち早い社会への還元を目指しております。さらに、独自の

研究開発に止まることなく、国内外の研究機関・企業等との研究開発のアライアンスを積極的に推進し、新規技術の

早期実用化及び新規事業の早期実現を図っております。

　当中間会計期間においては、これまで開発を進めてきたガンマ・デルタT細胞療法に係る技術の実用化に成功し、平

成19年10月にサービスの提供を開始いたしました。また、平成17年より行ってきた独立行政法人科学技術振興機構か

らの受託研究が終了し、今後は、この研究で得られた成果を活用した治療技術等の開発を進めていく予定です。さら

に、がん免疫細胞療法の臨床研究支援活動も引き続き積極的に推進しており、当中間会計期間おいては、新たに３件の

共同臨床研究を開始いたしました。

　なお、平成20年３月末日現在、研究開発部門スタッフは総計25名おり、これは総従業員の約21％に当たります。

（基盤的研究及び技術開発）

　当中間会計期間においては、研究開発の効率化による研究開発力の向上とスピードアップを図ることを目的として、

３ヶ所に分散していた研究開発拠点を統合し、「研究開発センター」として新たな体制で研究開発を推進しておりま

す。同センターでは、前事業年度より引き続き、細胞加工技術の改良、新規開発及び免疫細胞療法に関する基盤研究を

中心テーマとして研究開発を進めております。

　樹状細胞の加工技術については、前事業年度にライセンス契約した米国バイオベンチャーMaxCyte社のエレクトロポ

レーション技術に、当社独自の加工技術を組み合わせる技術開発を進め、現在、がんを攻撃する細胞傷害性T細胞をよ

り効率的に誘導できる技術の臨床応用に向けた評価検討を行っております。今後は、平成20年９月期における医療機

関へのサービス提供を目指し、当技術の実用化開発を進めてまいります。また、平成16年より開発を行っている自動細

胞加工培養システムについては、前事業年度において作製された自動培養装置について、実用化を目指した最適化検

証を進めており、平成21年９月期の実用化を目指しております。新規治療技術の開発については、平成19年３月より免

疫細胞療法研究開発ベンチャーのバイオイミュランス社との業務提携により共同開発を行ってきた、当社の免疫細胞

加工培養技術とバイオイミュランス社のTh1細胞加工培養技術を融合した、ヘルパーT細胞を中心とした免疫細胞療法

に係わる細胞加工技術について、平成20年３月に基盤的技術の共同開発が完了いたしました。今後は、これまでに得ら

れた研究成果に基づき、当社独自での実用化に向けた研究開発を行ってまいります。また、当中間会計期間において

は、国立大学法人神戸大学が実施する新たな免疫細胞療法の実用化に向けた研究に対する技術支援を開始するととも

に、新たな遺伝子・免疫治療技術の早期実用化に向けて、国立大学法人九州大学と共同研究に係る基本契約を締結い

たしました。

　免疫細胞療法に関する基盤研究としては、平成17年９月に開始した受託研究（独立行政法人科学技術振興機構：平

成17年度革新技術開発研究事業「レギュラトリーT細胞を標的とした免疫抑制解除法の確立」）が平成20年３月末を

もって終了いたしました。今後は、当社でこの研究で得られた成果を活用した免疫抑制解除法等の応用開発を進めて

まいります。
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（臨床開発）

　臨床開発部は、当社の契約医療機関及び外部医療機関（大学病院及び各地域の中核医療機関）との共同臨床研究等

において、その企画、推進及びデータマネジメントの支援、免疫学的基礎データの提供等を行い、より有効な投与方法

や併用方法の探索、ならびに新しい免疫細胞療法開発のためのエビデンスの収集、構築、公表に取り組んでおります。

当中間会計期間においては、前事業年度に引き続き、臨床エビデンスの構築を第一の目的とした国内の医療機関との

共同臨床研究を推進いたしました。当中間会計期間において開始された臨床研究は以下のとおりであり、平成20年３

月末日現在、以下の３件を含めて計11件の臨床研究が進められております。

①

　対象疾患：結腸・直腸がんの肺転移術後

　対象治療：ガンマ・デルタT細胞療法

　共同研究：東京大学

②

　対象疾患：膵がん術後

　対象治療：ガンマ・デルタT細胞療法と化学療法の併用

　共同研究：東京大学

③

　対象疾患：C型肝炎ウィルス由来肝細胞がん

　対象治療：樹状細胞ワクチン療法とラジオ波焼灼療法の併用

　共同研究：東京医科大学、瀬田クリニック新横浜

※対象治療については、当社が技術・サービスを提供する治療法名称で記しております。

　以上の取り組みの結果、当中間会計期間における研究開発費の総額は225,836千円となっております。
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第３【設備の状況】

１【主要な設備の状況】

　当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

２【設備の新設、除却等の計画】

　当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありません。ま

た、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,751,200

計 1,751,200

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
（平成20年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年６月20日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 591,520 591,520
東京証券取引所

（マザーズ）

完全議決権株式
であり、権利内
容に何ら限定の
ない当社におけ
る標準となる株
式

計 591,520 591,520 － －

 （注）「提出日現在発行数」には、平成20年６月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成14年７月26日臨時株主総会決議

 
中間会計期間末現在
（平成20年３月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個）（注１） 157 157

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 6,280 6,280

新株予約権の行使時の払込金額（円）(注２） 6,250 同左

新株予約権の行使期間
自　平成17年10月１日

至　平成20年９月30日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　6,250

資本組入額　3,125
同左

新株予約権の行使の条件 （注３） 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡、質入その他の処分

は認めないものとする。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１．平成15年5月2日付及び平成16年1月20日付の株式分割に伴い、発行価額、資本組入額等が修正されました。ま

た、退職等の理由により権利を喪失した者の新株予約権の数を減じております。上記表の記載内容は当該修

正を反映済みであります。

２．発行価額は、株式の分割及び時価を下回る価額で新株を発行するときは、次の算式により調整し、調整の結果

生じる１円未満の端数は切り上げます。

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当り払込金額

調整後発行価額 ＝ 調整前行使価額 × 分割・新規発行前の株価

    既発行株式数＋分割・新規発行による増加株式数

３．①新株予約権の発行時において当社の取締役、監査役、従業員または契約社員であった新株予約権者は、新株

予約権の行使時において、当社の取締役、監査役、従業員または契約社員であることを要する。ただし、当社

の取締役、監査役が任期満了により若しくは法令変更により退任した場合、または当社の従業員、契約社員

が定年により退職した場合にはこの限りではない。

　　②新株予約権の発行時において当社の提携医療機関の医師、看護婦または従業員であった新株予約権者は、新

株予約権の行使時において、当社の提携医療機関の医師、看護婦または従業員であることを要する。ただ

し、当社の提携医療機関の医師、看護婦、従業員が定年により退職した場合はこの限りではない。

　　③新株予約権の発行時において当社と顧問契約を締結している顧問であった新株予約権者は、新株予約権の行

使時において、当社と顧問契約を締結している顧問であることを要する。ただし、当該新株予約権者が、新

株予約権の行使時において、当社の顧問でない場合であっても、新株予約権の行使に先立ち、当該行使にか

かる新株予約権の数及び行使の時期につき当社取締役会の承認を得た場合には、この限りではない。

　　④新株予約権の発行時において②③以外の当社外部協力者であった新株予約権者は、新株予約権の行使に先立

ち、当該行使にかかる新株予約権の数及び行使の時期につき、当社取締役会の承認を要する。

EDINET提出書類

株式会社メディネット(E05351)

半期報告書

11/51



②　平成16年12月21日定時株主総会決議

 
中間会計期間末現在
（平成20年３月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個）（注１） 6,340 6,255

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）(注２） 6,340 6,255

新株予約権の行使時の払込金額（円）(注３） 62,900 同左

新株予約権の行使期間
自　平成19年１月１日

至　平成22年12月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　62,900

資本組入額　31,450
同左

新株予約権の行使の条件 （注４） 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

第三者への譲渡、質入れ

その他一切の処分は認め

ないものとする。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１．退職等の理由により権利を喪失した者の新株予約権の数を減じております。上記表の記載内容は当該修正を

反映済みであります。

２．新株予約権を発行する日後、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、各新株予約権の目的た

る株式の数（以下、「付与株式数」という。）を次の算式により調整する（１株未満の端数は切捨て）。ただ

し、かかる調整は、当該時点で行使または消却されていない新株予約権についての付与株式数についてのみ

行われるものとする。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

３．当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調整の結果生じ

る１円未満の端数は、これを切り上げる。

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１

分割・併合の比率

　　当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行または自己株式を処分する場合（新株予約権の

行使の場合及び商法等の一部を改正する法律（平成13年法律第128号）施行前の商法に定める新株引受権証

券の行使の場合を除く。）は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は、これ

を切り上げる。

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 時価

    既発行株式数＋新規発行株式数

　　なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数を

控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み

替えるものとする。

４．①各新株予約権の一部行使はできないこととする。

　　②新株予約権の割当を受けた対象者が新株予約権の行使をなす場合には、当社及び当社子会社等に継続して雇

用されている若しくは委任関係を保持していることを要するものとする。但し、任期満了による退任、定年

退職、転籍、その他正当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。

　　③新株予約権の割当を受けた当社の外部協力者である対象者は、新株予約権の行使をなす場合には、当社と継

続して取引関係にあることを要するものとする。但し、当該新株予約権者が新株予約権の行使に先立ち、行

使の時期につき取締役会の承認を得た場合は、この限りではない。
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③　平成17年12月20日定時株主総会決議

 
中間会計期間末現在
（平成20年３月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個）（注１） 8,035 7,830

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）(注２） 8,035 7,830

新株予約権の行使時の払込金額（円）(注３） 33,890 同左

新株予約権の行使期間
自　平成20年１月１日

至　平成23年12月31日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　33,890

資本組入額　16,945
同左

新株予約権の行使の条件 （注４） 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

第三者への譲渡、質入れ

その他一切の処分は認め

ないものとする。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１．退職等の理由により権利を喪失した者の新株予約権の数を減じております。上記表の記載内容は当該修正を

反映済みであります。

２．新株予約権を発行する日後、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、各新株予約権の目的た

る株式の数（以下、「付与株式数」という。）を次の算式により調整する（１株未満の端数は切捨て）。ただ

し、かかる調整は、当該時点で行使または消却されていない新株予約権についての付与株式数についてのみ

行われるものとする。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率

３．当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、次の算式により払込価額を調整し、調整の結果生じ

る１円未満の端数は、これを切り上げる。

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１

分割・併合の比率

　　当社が時価を下回る価額で当社普通株式につき、新株式を発行または自己株式を処分する場合（新株予約権の

行使の場合及び商法等の一部を改正する法律（平成13年法律第128号）施行前の商法に定める新株引受権証

券の行使の場合を除く。）は、次の算式により払込価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は、これ

を切り上げる。

    
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 時価

    既発行株式数＋新規発行株式数

　　なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総数を

控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み

替えるものとする。

４．①各新株予約権の一部行使はできないこととする。

　　②新株予約権の割当を受けた対象者が新株予約権の行使をなす場合には、当社及び当社子会社等に継続して雇

用されている若しくは委任関係を保持していることを要するものとする。但し、任期満了による退任、定年

退職、転籍、その他正当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りではない。

　　③新株予約権の割当を受けた当社の外部協力者である対象者は、新株予約権の行使をなす場合には、当社と継

続して取引関係にあることを要するものとする。但し、当該新株予約権者が新株予約権の行使に先立ち、行

使の時期につき取締役会の承認を得た場合は、この限りではない。
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　　会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成19年２月６日取締役会決議（第１回新株予約権）

 
中間会計期間末現在
（平成20年３月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個） 9,000 9,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）(注１） 9,000 9,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注２） 同左

新株予約権の行使期間
自　平成19年２月22日

至　平成22年２月21日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）
（注３） 同左

新株予約権の行使の条件
各本新株予約権の一部行

使はできない。
同左

新株予約権の譲渡に関する事項
当社取締役会の承認を要

するものとする。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につい

て行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

　調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

その他、目的となる株式数の調整を必要とする事由が生じたときは、当社は取締役会決議により、合理的な範

囲で目的となる株式数を適宜調整するものとする。

２．１ 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の算定方法

（1）各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、行使価額（以下に定義する）に割当株式数

を乗じた額とする。ただし、これにより１円未満の端数を生じる場合は、これを切り捨てる。

（2）本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付する場合における株式１株あたりの価額（以

下「行使価額」という。）は、当初、14,000円（以下「当初行使価額」という。）とする。

２ 行使価額の修正

当社は平成19年２月22日以降、資金調達のため必要があるときは、当社取締役会の決議により行使価額の

修正を行うことができる。本項に基づき行使価額の修正を決議した場合、当社は直ちにその旨を本新株予

約権者に通知するものとし、当該通知が行われた日の翌営業日以降、行使価額は、本新株予約権の各行使

請求の効力発生日（以下「修正日」という。）において、当該修正日の前日（当該修正日の前日当日を含

む）までの３連続取引日（ただし、終値のない日は除く。）の株式会社東京証券取引所（以下「取引所」

という。）における当社普通株式の普通取引の終値（気配表示を含む。）の平均値の93％に相当する金額

の１円未満の端数を切下げた額に修正される。上記３連続取引日の間に次項に基づく調整の原因となる

事由が発生した場合には、当該３連続営業日の取引所における当社普通株式の普通取引の終値を当該事

由を勘案して調整した上で、修正後の行使価額を算出する。ただし、かかる修正後の行使価額が下限行使

価額（以下に定義する。）を下回ることとなる場合には、行使価額は下限行使価額とする。「下限行使価

額」は当初、7,000円とする。下限行使価額は、次項の規定を準用して調整される。

EDINET提出書類

株式会社メディネット(E05351)

半期報告書

14/51



３ 行使価額の調整

（1）当社は、本新株予約権の割当日後、本項第(2）号に掲げる各事由により当社普通株式が交付され、発行

済普通株式数に変更を生じる場合または変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下

「行使価額調整式」という。）をもって行使価額を調整する。

    既発行普

通株式数
＋
交付普通株式数×１株あたりの払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 時価

    既発行普通株式数＋交付普通株式数

（2）行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合およびその調整後の行使価額の適用時期について

は、次に定めるところによる。

①本項第（4）号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに交付する場合（た

だし、当社の発行した取得請求権付株式の取得と引換えに交付する場合または当社普通株式の交付

を請求できる新株予約権もしくは新株予約権付社債その他の証券もしくは権利の請求または行使

による場合を除く。）、調整後の行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間が設けられていると

きは、当該払込期間の最終日とする。以下同じ。）の翌日以降、また、募集のための株主割当日がある

場合はその日の翌日以降これを適用する。

②株式分割又は株式無償割当により当社普通株式を発行する場合調整後の行使価額は、株式分割のた

めの基準日の翌日以降、当社普通株式の無償割当について普通株主に割当を受ける権利を与え

るための基準日があるときはその翌日以降、当社普通株式の無償割当について普通株主に割当を受

ける権利を与えるための基準日がないとき及び株主（普通株主を除く。）に当社普通株式の無償割

当をするときは当該割当の効力発生日の翌日以降、それぞれこれを適用する。

③取得請求権付株式であって、その取得と引換えに本項第（4）号②に定める時価を下回る価額を

もって当社普通株式を交付する旨の定めがあるものを発行する場合（無償割当の場合を含む）ま

たは本項第（4）号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予

約権もしくは新株予約権付社債その他の証券もしくは権利を発行する場合（無償割当ての場合を

含

む）、調整後の行使価額は、発行される取得請求権付株式、新株予約権もしくは新株予約権付社債そ

の他の証券または権利の全てが当初の行使価額で請求または行使されて当社普通株式が交付され

たものとみなして行使価額調整式を準用して算出するものとし、払込期日（新株予約権または新株

予約権付社債の場合は割当日、無償割当の場合は効力発生日）の翌日以降これを適用する。ただし、

その権利の割当のための基準日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。

上記にかかわらず、請求または行使に際して交付される当社普通株式の対価が取得請求権付株式、

新株予約権もしくは新株予約権付社債その他の証券または権利が発行された時点で確定していな

い場合、調整後の行使価額は、当該対価の確定時点で発行されている取得請求権付株式、新株予約権

もしくは新株予約権付社債その他の証券または権利の全てが当該対価の確定時点の条件で請求ま

たは行使されて当社普通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出するも

のとし、当該対価が確定した日の翌日以降、これを適用する。

④本号①ないし③の各取引において、その権利の割当てのための基準日が設定され、かつ、各取引の効

力の発生が当該基準日以降の株主総会または取締役会その他当社の機関の承認を条件としている

ときは、本号①ないし③の定めにかかわらず、調整後の行使価額は、当該承認があった日の翌日以

降、これを適用する。

この場合において、当該基準日の翌日から当該取引の承認があった日までに本新株予約権を行使し

た新株予約権者に対しては、次の算式に従って当社普通株式の交付数を決定するものとする。

  
（調整前行使価額－調整後行使価額）×

調整前行使価額により当該期間内に交付され

た普通株式数株式数 ＝

  調整後行使価額

この場合に１株未満の端数を生じた場合はこれを切捨て、現金による調整は行わない。

（3）行使価額調整式により算出された調整後の行使価額と調整前の行使価額との差額が１円未満にとど

まる限りは、行使価額の調整はこれを行わない。ただし、その後の行使価額の調整を必要とする事由が

発生し行使価額を算出する場合は、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて、調整前行使価額か

らこの差額を差引いた額を使用する。
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（4）①行使価額調整式の計算については、１円未満の端数を四捨五入する。

②行使価額調整式で使用する時価は、調整後の行使価額を適用する日（ただし、本項第（2）号④の場

合は基準日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日の取引所における当社普通株式の普通取引の

終値の平均値（当日付けで終値のない日数を除く。）とする。この場合、平均値の計算は、円位未満

小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

③行使価額調整式で使用する既発行株式数は、基準日がある場合はその日、また、基準日がない場合

は、調整後の行使価額を適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式数から、当該日

における当社の有する当社普通株式の数を控除した数とする。また、本項第（2）号②の場合には、

行使価額調整式で使用する交付普通株式数は、基準日における当社の有する当社普通株式に割当て

られる当社普通株式数を含まないものとする。

（5）本項第（2）号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な行

使価額の調整を行う。

①株式の併合、当社を存続会社とする合併、当社を承継会社とする吸収分割、当社を完全親会社とする

株式交換のために行使価額の調整を必要とするとき。

②その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調

整を必要とするとき。

③行使価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の行使価額の算

出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

（6）本項第（2）号の規定にかかわらず、本項第（2）号に基づく調整後の行使価額を初めて適用する日が

いずれかの修正日と一致する場合には、本項第（2）号に基づく行使価額の調整は行わないものとす

る。ただし、この場合も、下限行使価額については、本項第（2）号に従った調整を行うものとする。

（7）本項に定めるところにより行使価額の調整を行うときは、当社は、あらかじめ書面によりその旨並び

にその事由、調整前の行使価額、調整後の行使価額及びその適用の日その他必要な事項を、適用の日の

前日までに本新株予約権者に通知する。ただし、本項第（2）号②に示される株式分割の場合その他適

用の日の前日までに前記の通知を行うことができないときは、適用の日以降すみやかにこれを行う。

また、本項第（6）号の規定が適用される場合には、かかる通知は下限行使価額の調整についてのみ効

力を有する。

３．１ 新株予約権の行使により株式を交付する場合の株式１株の払込金額

本新株予約権の行使により交付する当社普通株式１株の払込金額は、行使請求にかかる各本新株予約権

の行使に際して出資される財産の価額の総額に、行使請求にかかる各本新株予約権の払込金額の総額を

加えた額を、別記「新株予約権の目的となる株式の数」欄記載の株式の数で除した額とする。

２ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金に関する事項

本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則

第40条第１項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし（計算の結果１円未満

の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。）、当該資本金等増加限度額から増加する資本金

の額を減じた額を増加する資本準備金の額とする。
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②　平成19年２月６日取締役会決議（第２回新株予約権）

 
中間会計期間末現在
（平成20年３月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個） 30,000 30,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）(注１） 30,000 30,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注２） 同左

新株予約権の行使期間
自　平成19年２月22日

至　平成22年２月21日
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）
（注３） 同左

新株予約権の行使の条件
各本新株予約権の一部行

使はできない。
同左

新株予約権の譲渡に関する事項
当社取締役会の承認を要

するものとする。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につい

て行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

　調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

その他、目的となる株式数の調整を必要とする事由が生じたときは、当社は取締役会決議により、合理的な範

囲で目的となる株式数を適宜調整するものとする。

２．１ 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の算定方法

（1）各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、行使価額（以下に定義する）に割当株式数

を乗じた額とする。ただし、これにより１円未満の端数を生じる場合は、これを切り捨てる。

（2）本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付する場合における株式１株あたりの価額（以

下「行使価額」という。）は、当初、16,500円（以下「当初行使価額」という。）とする。

２ 行使価額の修正

当社は平成19年２月22日以降、資金調達のため必要があるときは、当社取締役会の決議により行使価額の

修正を行うことができる。本項に基づき行使価額の修正を決議した場合、当社は直ちにその旨を本新株予

約権者に通知するものとし、当該通知が行われた日の翌営業日以降、行使価額は、本新株予約権の各行使

請求の効力発生日（以下「修正日」という。）において、当該修正日の前日（当該修正日の前日当日を含

む）までの３連続取引日（ただし、終値のない日は除く。）の株式会社東京証券取引所（以下「取引所」

という。）における当社普通株式の普通取引の終値（気配表示を含む。）の平均値の93％に相当する金額

の１円未満の端数を切下げた額に修正される。上記３連続取引日の間に次項に基づく調整の原因となる

事由が発生した場合には、当該３連続営業日の取引所における当社普通株式の普通取引の終値を当該事

由を勘案して調整した上で、修正後の行使価額を算出する。ただし、かかる修正後の行使価額が下限行使

価額（以下に定義する。）を下回ることとなる場合には、行使価額は下限行使価額とする。「下限行使価

額」は当初、8,250円とする。下限行使価額は、次項の規定を準用して調整される。
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３ 行使価額の調整

（1）当社は、本新株予約権の割当日後、本項第(2）号に掲げる各事由により当社普通株式が交付され、発行

済普通株式数に変更を生じる場合または変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下

「行使価額調整式」という。）をもって行使価額を調整する。

    既発行普

通株式数
＋
交付普通株式数×１株あたりの払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 時価

    既発行普通株式数＋交付普通株式数

（2）行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合およびその調整後の行使価額の適用時期について

は、次に定めるところによる。

①本項第（4）号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに交付する場合（た

だし、当社の発行した取得請求権付株式の取得と引換えに交付する場合または当社普通株式の交付

を請求できる新株予約権もしくは新株予約権付社債その他の証券もしくは権利の請求または行使

による場合を除く。）、調整後の行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間が設けられていると

きは、当該払込期間の最終日とする。以下同じ。）の翌日以降、また、募集のための株主割当日がある

場合はその日の翌日以降これを適用する。

②株式分割又は株式無償割当により当社普通株式を発行する場合調整後の行使価額は、株式分割のた

めの基準日の翌日以降、当社普通株式の無償割当について普通株主に割当を受ける権利を与え

るための基準日があるときはその翌日以降、当社普通株式の無償割当について普通株主に割当を受

ける権利を与えるための基準日がないとき及び株主（普通株主を除く。）に当社普通株式の無償割

当をするときは当該割当の効力発生日の翌日以降、それぞれこれを適用する。

③取得請求権付株式であって、その取得と引換えに本項第（4）号②に定める時価を下回る価額を

もって当社普通株式を交付する旨の定めがあるものを発行する場合（無償割当の場合を含む）ま

たは本項第（4）号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予

約権もしくは新株予約権付社債その他の証券もしくは権利を発行する場合（無償割当ての場合を

含

む）、調整後の行使価額は、発行される取得請求権付株式、新株予約権もしくは新株予約権付社債そ

の他の証券または権利の全てが当初の行使価額で請求または行使されて当社普通株式が交付され

たものとみなして行使価額調整式を準用して算出するものとし、払込期日（新株予約権または新株

予約権付社債の場合は割当日、無償割当の場合は効力発生日）の翌日以降これを適用する。ただし、

その権利の割当のための基準日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。

上記にかかわらず、請求または行使に際して交付される当社普通株式の対価が取得請求権付株式、

新株予約権もしくは新株予約権付社債その他の証券または権利が発行された時点で確定していな

い場合、調整後の行使価額は、当該対価の確定時点で発行されている取得請求権付株式、新株予約権

もしくは新株予約権付社債その他の証券または権利の全てが当該対価の確定時点の条件で請求ま

たは行使されて当社普通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出するも

のとし、当該対価が確定した日の翌日以降、これを適用する。

④本号①ないし③の各取引において、その権利の割当てのための基準日が設定され、かつ、各取引の効

力の発生が当該基準日以降の株主総会または取締役会その他当社の機関の承認を条件としている

ときは、本号①ないし③の定めにかかわらず、調整後の行使価額は、当該承認があった日の翌日以

降、これを適用する。

この場合において、当該基準日の翌日から当該取引の承認があった日までに本新株予約権を行使し

た新株予約権者に対しては、次の算式に従って当社普通株式の交付数を決定するものとする。

  
（調整前行使価額－調整後行使価額）×

調整前行使価額により当該期間内に交付され

た普通株式数株式数 ＝

  調整後行使価額

この場合に１株未満の端数を生じた場合はこれを切捨て、現金による調整は行わない。

（3）行使価額調整式により算出された調整後の行使価額と調整前の行使価額との差額が１円未満にとど

まる限りは、行使価額の調整はこれを行わない。ただし、その後の行使価額の調整を必要とする事由が

発生し行使価額を算出する場合は、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて、調整前行使価額か

らこの差額を差引いた額を使用する。
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（4）①行使価額調整式の計算については、１円未満の端数を四捨五入する。

②行使価額調整式で使用する時価は、調整後の行使価額を適用する日（ただし、本項第（2）号④の場

合は基準日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日の取引所における当社普通株式の普通取引の

終値の平均値（当日付けで終値のない日数を除く。）とする。この場合、平均値の計算は、円位未満

小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

③行使価額調整式で使用する既発行株式数は、基準日がある場合はその日、また、基準日がない場合

は、調整後の行使価額を適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式数から、当該日

における当社の有する当社普通株式の数を控除した数とする。また、本項第（2）号②の場合には、

行使価額調整式で使用する交付普通株式数は、基準日における当社の有する当社普通株式に割当て

られる当社普通株式数を含まないものとする。

（5）本項第（2）号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な行

使価額の調整を行う。

①株式の併合、当社を存続会社とする合併、当社を承継会社とする吸収分割、当社を完全親会社とする

株式交換のために行使価額の調整を必要とするとき。

②その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調

整を必要とするとき。

③行使価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の行使価額の算

出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

（6）本項第（2）号の規定にかかわらず、本項第（2）号に基づく調整後の行使価額を初めて適用する日が

いずれかの修正日と一致する場合には、本項第（2）号に基づく行使価額の調整は行わないものとす

る。ただし、この場合も、下限行使価額については、本項第（2）号に従った調整を行うものとする。

（7）本項に定めるところにより行使価額の調整を行うときは、当社は、あらかじめ書面によりその旨並び

にその事由、調整前の行使価額、調整後の行使価額及びその適用の日その他必要な事項を、適用の日の

前日までに本新株予約権者に通知する。ただし、本項第（2）号②に示される株式分割の場合その他適

用の日の前日までに前記の通知を行うことができないときは、適用の日以降すみやかにこれを行う。

また、本項第（6）号の規定が適用される場合には、かかる通知は下限行使価額の調整についてのみ効

力を有する。

３．１ 新株予約権の行使により株式を交付する場合の株式１株の払込金額

本新株予約権の行使により交付する当社普通株式１株の払込金額は、行使請求にかかる各本新株予約権

の行使に際して出資される財産の価額の総額に、行使請求にかかる各本新株予約権の払込金額の総額を

加えた額を、別記「新株予約権の目的となる株式の数」欄記載の株式の数で除した額とする。

２ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金に関する事項

本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則

第40条第１項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし（計算の結果１円未満

の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。）、当該資本金等増加限度額から増加する資本金

の額を減じた額を増加する資本準備金の額とする。
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③　平成19年２月６日取締役会決議（第３回新株予約権）

 
中間会計期間末現在
（平成20年３月31日）

提出日の前月末現在
（平成20年５月31日）

新株予約権の数（個） 30,000 30,000

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株）(注１） 30,000 30,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注２） 同左

新株予約権の行使期間
自　平成19年２月22日

至　平成22年２月21日

　

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）
（注３） 同左

新株予約権の行使の条件
各本新株予約権の一部行

使はできない。
同左

新株予約権の譲渡に関する事項
当社取締役会の承認を要

するものとする。
同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただ

し、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数につい

て行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

　調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

その他、目的となる株式数の調整を必要とする事由が生じたときは、当社は取締役会決議により、合理的な範

囲で目的となる株式数を適宜調整するものとする。

２．１ 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額の算定方法

（1）各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、行使価額（以下に定義する）に割当株式数

を乗じた額とする。ただし、これにより１円未満の端数を生じる場合は、これを切り捨てる。

（2）本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付する場合における株式１株あたりの価額（以

下「行使価額」という。）は、当初、19,000円（以下「当初行使価額」という。）とする。

２ 行使価額の修正

当社は平成19年２月22日以降、資金調達のため必要があるときは、当社取締役会の決議により行使価額の

修正を行うことができる。本項に基づき行使価額の修正を決議した場合、当社は直ちにその旨を本新株予

約権者に通知するものとし、当該通知が行われた日の翌営業日以降、行使価額は、本新株予約権の各行使

請求の効力発生日（以下「修正日」という。）において、当該修正日の前日（当該修正日の前日当日を含

む）までの３連続取引日（ただし、終値のない日は除く。）の株式会社東京証券取引所（以下「取引所」

という。）における当社普通株式の普通取引の終値（気配表示を含む。）の平均値の93％に相当する金額

の１円未満の端数を切下げた額に修正される。上記３連続取引日の間に次項に基づく調整の原因となる

事由が発生した場合には、当該３連続営業日の取引所における当社普通株式の普通取引の終値を当該事

由を勘案して調整した上で、修正後の行使価額を算出する。ただし、かかる修正後の行使価額が下限行使

価額（以下に定義する。）を下回ることとなる場合には、行使価額は下限行使価額とする。「下限行使価

額」は当初、9,500円とする。下限行使価額は、次項の規定を準用して調整される。
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３ 行使価額の調整

（1）当社は、本新株予約権の割当日後、本項第(2）号に掲げる各事由により当社普通株式が交付され、発行

済普通株式数に変更を生じる場合または変更を生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下

「行使価額調整式」という。）をもって行使価額を調整する。

    既発行普

通株式数
＋
交付普通株式数×１株あたりの払込金額

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 時価

    既発行普通株式数＋交付普通株式数

（2）行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合およびその調整後の行使価額の適用時期について

は、次に定めるところによる。

①本項第（4）号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに交付する場合（た

だし、当社の発行した取得請求権付株式の取得と引換えに交付する場合または当社普通株式の交付

を請求できる新株予約権もしくは新株予約権付社債その他の証券もしくは権利の請求または行使

による場合を除く。）、調整後の行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間が設けられていると

きは、当該払込期間の最終日とする。以下同じ。）の翌日以降、また、募集のための株主割当日がある

場合はその日の翌日以降これを適用する。

②株式分割又は株式無償割当により当社普通株式を発行する場合調整後の行使価額は、株式分割のた

めの基準日の翌日以降、当社普通株式の無償割当について普通株主に割当を受ける権利を与え

るための基準日があるときはその翌日以降、当社普通株式の無償割当について普通株主に割当を受

ける権利を与えるための基準日がないとき及び株主（普通株主を除く。）に当社普通株式の無償割

当をするときは当該割当の効力発生日の翌日以降、それぞれこれを適用する。

③取得請求権付株式であって、その取得と引換えに本項第（4）号②に定める時価を下回る価額を

もって当社普通株式を交付する旨の定めがあるものを発行する場合（無償割当の場合を含む）ま

たは本項第（4）号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式の交付を請求できる新株予

約権もしくは新株予約権付社債その他の証券もしくは権利を発行する場合（無償割当ての場合を

含

む）、調整後の行使価額は、発行される取得請求権付株式、新株予約権もしくは新株予約権付社債そ

の他の証券または権利の全てが当初の行使価額で請求または行使されて当社普通株式が交付され

たものとみなして行使価額調整式を準用して算出するものとし、払込期日（新株予約権または新株

予約権付社債の場合は割当日、無償割当の場合は効力発生日）の翌日以降これを適用する。ただし、

その権利の割当のための基準日がある場合は、その日の翌日以降これを適用する。

上記にかかわらず、請求または行使に際して交付される当社普通株式の対価が取得請求権付株式、

新株予約権もしくは新株予約権付社債その他の証券または権利が発行された時点で確定していな

い場合、調整後の行使価額は、当該対価の確定時点で発行されている取得請求権付株式、新株予約権

もしくは新株予約権付社債その他の証券または権利の全てが当該対価の確定時点の条件で請求ま

たは行使されて当社普通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出するも

のとし、当該対価が確定した日の翌日以降、これを適用する。

④本号①ないし③の各取引において、その権利の割当てのための基準日が設定され、かつ、各取引の効

力の発生が当該基準日以降の株主総会または取締役会その他当社の機関の承認を条件としている

ときは、本号①ないし③の定めにかかわらず、調整後の行使価額は、当該承認があった日の翌日以

降、これを適用する。

この場合において、当該基準日の翌日から当該取引の承認があった日までに本新株予約権を行使し

た新株予約権者に対しては、次の算式に従って当社普通株式の交付数を決定するものとする。

  
（調整前行使価額－調整後行使価額）×

調整前行使価額により当該期間内に交付され

た普通株式数株式数 ＝

  調整後行使価額

この場合に１株未満の端数を生じた場合はこれを切捨て、現金による調整は行わない。

（3）行使価額調整式により算出された調整後の行使価額と調整前の行使価額との差額が１円未満にとど

まる限りは、行使価額の調整はこれを行わない。ただし、その後の行使価額の調整を必要とする事由が

発生し行使価額を算出する場合は、行使価額調整式中の調整前行使価額に代えて、調整前行使価額か

らこの差額を差引いた額を使用する。
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（4）①行使価額調整式の計算については、１円未満の端数を四捨五入する。

②行使価額調整式で使用する時価は、調整後の行使価額を適用する日（ただし、本項第（2）号④の場

合は基準日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日の取引所における当社普通株式の普通取引の

終値の平均値（当日付けで終値のない日数を除く。）とする。この場合、平均値の計算は、円位未満

小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

③行使価額調整式で使用する既発行株式数は、基準日がある場合はその日、また、基準日がない場合

は、調整後の行使価額を適用する日の１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式数から、当該日

における当社の有する当社普通株式の数を控除した数とする。また、本項第（2）号②の場合には、

行使価額調整式で使用する交付普通株式数は、基準日における当社の有する当社普通株式に割当て

られる当社普通株式数を含まないものとする。

（5）本項第（2）号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な行

使価額の調整を行う。

①株式の併合、当社を存続会社とする合併、当社を承継会社とする吸収分割、当社を完全親会社とする

株式交換のために行使価額の調整を必要とするとき。

②その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調

整を必要とするとき。

③行使価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の行使価額の算

出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

（6）本項第（2）号の規定にかかわらず、本項第（2）号に基づく調整後の行使価額を初めて適用する日が

いずれかの修正日と一致する場合には、本項第（2）号に基づく行使価額の調整は行わないものとす

る。ただし、この場合も、下限行使価額については、本項第（2）号に従った調整を行うものとする。

（7）本項に定めるところにより行使価額の調整を行うときは、当社は、あらかじめ書面によりその旨並び

にその事由、調整前の行使価額、調整後の行使価額及びその適用の日その他必要な事項を、適用の日の

前日までに本新株予約権者に通知する。ただし、本項第（2）号②に示される株式分割の場合その他適

用の日の前日までに前記の通知を行うことができないときは、適用の日以降すみやかにこれを行う。

また、本項第（6）号の規定が適用される場合には、かかる通知は下限行使価額の調整についてのみ効

力を有する。

３．１ 新株予約権の行使により株式を交付する場合の株式１株の払込金額

本新株予約権の行使により交付する当社普通株式１株の払込金額は、行使請求にかかる各本新株予約権

の行使に際して出資される財産の価額の総額に、行使請求にかかる各本新株予約権の払込金額の総額を

加えた額を、別記「新株予約権の目的となる株式の数」欄記載の株式の数で除した額とする。

２ 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金に関する事項

本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則

第40条第１項の規定に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし（計算の結果１円未満

の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。）、当該資本金等増加限度額から増加する資本金

の額を減じた額を増加する資本準備金の額とする。

（３）【ライツプランの内容】

　　該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成19年10月１日～

平成20年３月31日

（注）

13,800 591,520 67,802 2,260,832 67,840 3,673,392

　（注）無担保社債（新株引受権付）の新株引受権及び新株予約権の行使による増加であります。

（５）【大株主の状況】

　 平成20年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

木村　佳司 千葉県浦安市 108,750 18.38

有限会社江川ホールディング 東京都世田谷区上用賀3-1-11 48,000 8.11

有限会社ヨシジキムラエン

タープライズ
千葉県浦安市美浜5-8-906 44,000 7.44

ドイチェ バンク アーゲー　

ロンドン 610

(常任代理人 ドイツ証券株式

会社)

TAUNUSANLAGE 12,

D-60325 FRANKFURT AM

MAIN,FEDERAL REPUBLIC OF GERM

ANY  

（東京都千代田区永田町2-11-1 山王パーク

タワー）

16,533 2.80

江川　滉二 東京都世田谷区 14,750 2.49

東京中小企業投資事業有限責

任組合
東京都渋谷区渋谷3-29-22 10,723 1.81

後藤　重則 東京都大田区 7,515 1.27

吉田　道雄 東京都町田市 5,200 0.88

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋1-9-1 5,078 0.86

野口　活夫 神奈川県横浜市青葉区 4,824 0.82

計 － 265,373 44.86
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成20年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他）(注） 普通株式 591,520 591,520

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式

端株 － － －

発行済株式総数 591,520 － －

総株主の議決権 － 591,520 －

(注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が41株含まれております。また、「議決権の

数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数41個が含まれております。

②【自己株式等】

　 平成20年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

２【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成19年10月 11月 12月 平成20年１月 ２月 ３月

最高（円） 16,350 14,000 13,800 14,500 12,450 11,850

最低（円） 13,010 11,720 11,000 10,010 10,610 9,550

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。
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３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

(1）新任役員

　該当事項はありません。

(2）退任役員

　該当事項はありません。

(3）役職の異動

　該当事項はありません。
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第５【経理の状況】

１．中間財務諸表の作成方法について

　当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下

「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前中間会計期間（平成18年10月１日から平成19年３月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間（平成19年10月１日から平成20年３月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成し

ております。

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年10月１日から平成19年３月31日まで）

の中間財務諸表についてはみすず監査法人により中間監査を受け、また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に

基づき、当中間会計期間（平成19年10月１日から平成20年３月31日まで）の中間財務諸表については新日本監査法人

による中間監査を受けております。

　なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。

　　前中間会計期間　　みすず監査法人

　　当中間会計期間　　新日本監査法人

３．中間連結財務諸表について

　中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成11年大蔵省令第24号）第５条第２項により、当社で

は、子会社の資産、売上高等から見て、当企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度に

重要性が乏しいものとして、中間連結財務諸表を作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

　　資産基準　　　　　0.3％

　　売上高基準　　　　 －％

　　利益基準　　　　　 －％

　　利益剰余金基準　　 －％
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１【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  
前中間会計期間末
（平成19年３月31日）

当中間会計期間末
（平成20年３月31日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年９月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１．現金及び預金  1,325,430   401,025   1,011,926   

２．売掛金  156,292   288,742   319,140   

３．有価証券  899,743   1,100,000   900,000   

４．たな卸資産  42,359   37,526   31,770   

５．その他 　 91,788   31,154   91,577   

流動資産合計   2,515,614 64.0  1,858,448 53.9  2,354,415 52.3

Ⅱ　固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

(1) 建物  437,836   401,585   406,761   

(2) その他  163,091   131,711   145,292   

有形固定資産合計  600,927   533,296   552,053   

２．無形固定資産  130,535   55,927   60,842   

３．投資その他の資産           

(1) 投資有価証券  492,886   790,374   1,379,801   

(2) その他  189,209   210,769   154,024   

投資その他の資産
合計

 682,096   1,001,144   1,533,825   

固定資産合計   1,413,559 36.0  1,590,368 46.1  2,146,722 47.7

資産合計   3,929,174 100.0  3,448,817 100.0  4,501,137 100.0
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前中間会計期間末
（平成19年３月31日）

当中間会計期間末
（平成20年３月31日）

前事業年度の要約貸借対照表
（平成19年９月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           

１．買掛金  62,205   67,478   95,030   

２．一年内返済予定
長期借入金

 20,000   5,000   15,000   

３．未払法人税等  10,461   10,776   18,949   

４．賞与引当金  74,745   76,223   85,800   

５．その他 ※２ 175,721   187,735   198,060   

流動負債合計   343,133 8.8  347,213 10.1  412,840 9.2

Ⅱ　固定負債           

１．長期借入金  5,000   －   －   

固定負債合計   5,000 0.1  － －  － －

負債合計   348,133 8.9  347,213 10.1  412,840 9.2

           

（純資産の部） 　          

Ⅰ　株主資本 　          

１．資本金 　  2,150,495 54.7  2,260,832 65.6  2,193,030 48.7

２．資本剰余金 　          

(1）資本準備金 　 3,563,017   3,673,392   3,605,552   

資本剰余金合計 　  3,563,017 90.7  3,673,392 106.5  3,605,552 80.1

３．利益剰余金 　          

(1）その他利益剰余
金

　          

固定資産圧縮積
立金

　 4,213   2,675   2,675   

特別償却準備金 　 715   －   －   

繰越利益剰余金 　 △2,144,668   △2,841,102   △1,664,122   

利益剰余金合計 　  △2,139,739 △54.4  △2,838,426 △82.3  △1,661,447 △36.9

株主資本合計 　  3,573,773 91.0  3,095,798 89.8  4,137,135 91.9

Ⅱ　評価・換算差額等 　          

１．その他有価証券評
価差額金

　  － －  － －  △55,535 △1.2

評価・換算差額等合
計

　  － －  － －  △55,535 △1.2

Ⅲ　新株予約権 　  7,267 0.1  5,805 0.1  6,697 0.1

純資産合計 　  3,581,040 91.1  3,101,603 89.9  4,088,296 90.8

負債純資産合計 　  3,929,174 100.0  3,448,817 100.0  4,501,137 100.0
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②【中間損益計算書】

  
前中間会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度の要約損益計算書
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高   718,125 100.0  851,987 100.0  1,606,986 100.0

Ⅱ　売上原価   313,998 43.7  340,902 40.0  722,146 44.9

売上総利益   404,126 56.3  511,085 60.0  884,840 55.1

Ⅲ　販売費及び一般管理
費

  771,387 107.4  850,965 99.9  1,708,812 106.4

営業損失   367,260 △51.1  339,880 △39.9  823,972 △51.3

Ⅳ　営業外収益 ※１  5,041 0.7  18,771 2.2  14,237 0.9

Ⅴ　営業外費用 ※２  11,196 1.6  80,790 9.5  17,793 1.1

経常損失   373,415 △52.0  401,899 △47.2  827,528 △51.5

Ⅵ　特別利益 ※３  － －  － －  936,901 58.3

Ⅶ　特別損失 ※４  279 0.0  770,717 90.4  414 0.0

税引前中間純損失
(△)又は税引前当
期純利益

  △373,695 △52.0  △1,172,617 △137.6  108,957 6.8

法人税、住民税及
び事業税

 4,361 4,361 0.6 4,362 4,362 0.5 8,722 8,722 0.6

中間純損失(△)又
は当期純利益

  △378,056 △52.6  △1,176,979 △138.1  100,235 6.2
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合
計固定資産圧縮

積立金
特別償却準備
金

繰越利益剰余
金

平成18年９月30日　残高
（千円）

2,056,750 3,469,272 4,213 715 △1,766,612 △1,761,682 3,764,339

中間会計期間中の変動額        

新株の発行 93,745 93,745    － 187,490

中間純損失     △378,056 △378,056 △378,056

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額）

       

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

93,745 93,745 － － △378,056 △378,056 △190,566

平成19年３月31日　残高
（千円）

2,150,495 3,563,017 4,213 715 △2,144,668 △2,139,739 3,573,773

 新株予約権 純資産合計

平成18年９月30日　残高
（千円）

37 3,764,377

中間会計期間中の変動額   

新株の発行  187,490

中間純損失  △378,056

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額）

7,230 7,230

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

7,230 △183,336

平成19年３月31日　残高
（千円）

7,267 3,581,040

当中間会計期間（自　平成19年10月１日　至　平成20年３月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合
計固定資産圧縮

積立金
繰越利益剰余
金

平成19年９月30日　残高
（千円）

2,193,030 3,605,552 2,675 △1,664,122 △1,661,447 4,137,135

中間会計期間中の変動額       

新株の発行 67,802 67,840    135,642

中間純損失    △1,176,979 △1,176,979 △1,176,979

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額）

      

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

67,802 67,840 － △1,176,979 △1,176,979 △1,041,337

平成20年３月31日　残高
（千円）

2,260,832 3,673,392 2,675 △2,841,102 △2,838,426 3,095,798

 
評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
 その他有価証券
評価差額金

平成19年９月30日　残高
（千円）

△55,535 6,697 4,088,296

中間会計期間中の変動額    
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評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
 その他有価証券
評価差額金

新株の発行   135,642

中間純損失   △1,176,979

株主資本以外の項目の中間会計
期間中の変動額（純額）

55,535 △892 54,643

中間会計期間中の変動額合計
（千円）

55,535 △892 △986,693

平成20年３月31日　残高
（千円）

－ 5,805 3,101,603

前事業年度の株主資本等変動計算書（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合
計固定資産圧縮

積立金
特別償却準備
金

繰越利益剰余
金

平成18年９月30日　残高
（千円）

2,056,750 3,469,272 4,213 715 △1,766,612 △1,761,682 3,764,339

事業年度中の変動額        

新株の発行 136,280 136,280     272,560

固定資産圧縮積立金の取崩し   △1,537  1,537 － －

特別償却準備金の取崩し    △715 715 － －

当期純利益     100,235 100,235 100,235

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額）

       

事業年度中の変動額合計
（千円）

136,280 136,280 △1,537 △715 102,489 100,235 372,795

平成19年９月30日　残高
（千円）

2,193,030 3,605,552 2,675 － △1,664,122 △1,661,447 4,137,135

 
評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
 その他有価証券
評価差額金

平成18年９月30日　残高
（千円）

－ 37 3,764,377

事業年度中の変動額    

新株の発行   272,560

固定資産圧縮積立金の取崩し   －

特別償却準備金の取崩し   －

当期純利益   100,235

株主資本以外の項目の事業年度
中の変動額（純額）

△55,535 6,660 △48,875

事業年度中の変動額合計
（千円）

△55,535 6,660 323,919

平成19年９月30日　残高
（千円）

△55,535 6,697 4,088,296
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】

  
前中間会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッ
シュ・フロー

    

税引前中間純損失
（△）又は税引前当
期純利益

 △373,695 △1,172,617 108,957

減価償却費  63,110 62,698 134,832

賞与引当金の減少額  △19,849 △9,576 △8,795

受取利息及び受取配
当金

 △3,852 △5,419 △8,471

関係会社株式交換益  － － △936,901

投資有価証券評価損  － 770,717 －

投資事業組合損益
（△利益）

 3,201 △6,204 △4,727

為替差損益（△差
益）

 △784 71,976 7,649

支払利息  247 479 410

固定資産除却損  279 － 414

株式交付費  5,230 1,336 6,205

社債発行費等  2,516 30 2,546

売上債権の増減額
（△増加）

 4,708 30,398 △158,139

たな卸資産の増加額  △31,665 △5,756 △21,076

仕入債務の増減額
（△減少）

 △15,353 △27,552 17,472

未払金の増減額
（△減少）

 △54,951 26,200 △50,861

未払消費税等の増減
額（△減少）

 3,563 △16,046 19,145

その他  45,780 △64,260 39,490

小計  △371,514 △343,595 △851,848

利息及び配当金の受
取額

 2,917 5,728 8,698

利息の支払額  △232 △465 △381

法人税等の支払額  △8,346 △8,722 △8,346

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

 △377,175 △347,054 △851,877
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前中間会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッ
シュ・フロー

    

有形固定資産の取得
による支出

 △80,065 △31,287 △89,640

無形固定資産の取得
による支出

 △16,507 △10,082 △18,607

無形固定資産売却に
よる収入 

 ― ― 60,250

有価証券の償還によ
る収入

 200,000 ― 200,000

投資有価証券の取得
による支出

 ― △193,845 △10,000

関係会社株式の取得
による支出

 ― △10,000 ―

貸付金の回収による
収入

 ― 65,227 50,000

差入保証金の差入に
よる支出

 △127 △7,792 △127

差入保証金の返還に
よる収入

 ― 459 185

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

 103,299 △187,320 192,059

Ⅲ　財務活動によるキャッ
シュ・フロー

    

長期借入金の返済に
よる支出

 △10,000 △10,000 △20,000

株式の発行による収
入

 182,818 133,473 266,354

新株予約権の発行に
よる収入

 4,956 － 4,113

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

 177,774 123,473 250,468

Ⅳ　現金及び現金同等物の減
少額

 △96,101 △410,901 △409,349

Ⅴ　現金及び現金同等物の期
首残高

 2,321,275 1,911,926 2,321,275

Ⅵ　現金及び現金同等物の中
間期末（期末）残高

※ 2,225,174 1,501,025 1,911,926
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

１．資産の評価基準及び評価

方法

(1) 有価証券

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を

採用しております。

(1) 有価証券

子会社株式及び関連会社株式 

同左

　

(1) 有価証券

子会社株式及び関連会社株式

同左

　

 その他有価証券

―――――

 

 

 

 

 

時価のないもの

移動平均法による原価法を採

用しております。

　なお、投資事業有限責任組合及

びそれに類する組合の出資（証

券取引法第２条第２項により有

価証券とみなされるもの）につ

いては、組合契約に規定される決

算報告日に応じて入手可能な最

近の決算書を基礎とし、その持分

相当額を純額で取り込む方法に

よっております。

 

 

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）を

採用しております。  

時価のないもの

移動平均法による原価法を採

用しております。

　なお、投資事業有限責任組合及

びそれに類する組合の出資（金

融商品取引法第２条第２項によ

り有価証券とみなされるもの）

については、組合契約に規定され

る決算報告日に応じて入手可能

な最近の決算書を基礎とし、その

持分相当額を純額で取り込む方

法によっております。

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）を採用

しております。  

時価のないもの

同左

　 (2) たな卸資産

商品、材料及び資材

移動平均法による原価法を

採用しております。

仕掛品

個別法による原価法を採用

しています。 

(2) たな卸資産

商品、材料及び資材 

同左

 

仕掛品

同左

(2) たな卸資産

商品、材料及び資材 

同左

 

仕掛品

同左
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項目
前中間会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

２．固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

定率法（ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物（附属

設備を除く）については定額

法）を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

　建物　　　　　　５～17年

　構築物　　　　　　　20年

　機械装置　　　　４～５年

　工具器具備品　　４～８年

(1) 有形固定資産

定率法（ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物（附属

設備を除く）については定額

法）を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。

建物　　　　　　５～17年

構築物　　　　　　　20年

機械装置　　　　４～５年

工具器具備品　　４～８年

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （追加情報）

法人税法の改正に伴い、平成19

年３月31日以前に取得した資産

については、改正前の法人税法に

基づく減価償却の方法の適用に

より取得価額の５％に到達した

事業年度の翌事業年度より、取得

価額の５％相当額と備忘価額と

の差額を５年間にわたり均等償

却し、減価償却費に含めて計上し

ております。

これによる損益に与える影響

は軽微であります。

(1) 有形固定資産

定率法（ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物（附属

設備を除く）については定額

法）を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

建物　　　　　　５～17年

構築物　　　　　　　20年

機械装置　　　　４～５年

工具器具備品　　４～８年

（会計方針の変更）

法人税法の改正に伴い、当事業

年度より、平成19年４月１日以降

に取得した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づく減

価償却の方法に変更しておりま

す。

これにより営業損失及び経常

損失は、それぞれ169千円増加し、

税引前当期純利益は、169千円減

少しております。

　

 (2) 無形固定資産

　定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可

能期間（５年）に基づいており

ます。

(2) 無形固定資産

同左

(2) 無形固定資産

同左

 (3) 長期前払費用

定額法を採用しております。

(3) 長期前払費用

同左

(3) 長期前払費用

同左
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項目
前中間会計期間

（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

債権等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

　その結果、当中間期末における

貸倒引当金の計上額はありませ

ん。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

債権等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

　その結果、当期末における貸倒

引当金の計上額はありません。

 (2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与

の支出に充てるため、賞与支給見

込額の当中間会計期間負担額を

計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

従業員の賞与の支払に備えて、

支給見込額の当期負担額を計上

しております。

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

同左 同左

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する短期投

資からなっております。

同左 同左

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間

（自　平成18年10月１日

　　至　平成19年３月31日）

当中間会計期間

（自　平成19年10月１日

　　至　平成20年３月31日）

前事業年度

（自　平成18年10月１日

　　至　平成19年９月30日）

――――― ――――― （企業結合に係る会計基準等）

当事業年度から「企業結合に係る会計基

準」（企業会計審議会　平成15年10月31日）及

び「事業分離等に関する会計基準」（企業会

計基準委員会　平成17年12月27日　企業会計基

準第７号）並びに「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業

会計基準委員会　平成17年12月27日　企業会計

基準適用指針第10号）を適用しております。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
（平成19年３月31日）

当中間会計期間末
（平成20年３月31日）

前事業年度末
（平成19年９月30日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 ※１　有形固定資産の減価償却累計額 ※１　有形固定資産の減価償却累計額

 577,680千円  681,428千円  633,399千円

※２　消費税等の取扱い

　仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺

のうえ、金額的重要性が乏しいため、流動

負債の「その他」に含めて表示しており

ます。

※２　消費税等の取扱い

同左

※２

 ―――――― 

　

（中間損益計算書関係）

前中間会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

※１　営業外収益のうち主要なもの ※１　営業外収益のうち主要なもの ※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息 1,911千円 受取利息 1,082千円

投資事業組合利益 6,204　

受取利息 4,183千円

※２　営業外費用のうち主要なもの ※２　営業外費用のうち主要なもの ※２　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 247千円

投資事業組合損失 3,201 

株式交付費 5,230 

社債発行費等 2,516 

支払利息 479千円

為替差損 71,976　

支払利息 410千円

株式交付費 6,205　

社債発行費等 2,546　

※３　　　　　―――――― ※３　　　　　　―――――― ※３　特別利益のうち主要なもの

  関係会社株式交換益 936,901千円

※４　特別損失のうち主要なもの ※４　特別損失のうち主要なもの ※４　特別損失のうち主要なもの

工具器具備品除却損 12千円

建物除却損 267　

投資有価証券評価損 770,717千円 建物除却損 267千円

機械装置除却損 80　

工具器具備品除却損 67　

　５　減価償却実施額 　５　減価償却実施額 　５　減価償却実施額

有形固定資産 48,942千円

無形固定資産 14,167 

有形固定資産 48,028千円

無形固定資産 14,669 

有形固定資産 106,725千円

無形固定資産 28,106 

EDINET提出書類

株式会社メディネット(E05351)

半期報告書

38/51



（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
前事業年度末株式数
（株）

当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末株
式数（株）

発行済株式     

普通株式（注） 556,200 15,440 － 571,640

合計 556,200 15,440 － 571,640

（注）普通株式の発行済株式総数の増加15,440株は、第三者割当による新株の発行による増加9,000株、新株予約権の権

利行使による新株の発行による増加6,440株であります。

２．新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当中間会計
期間末残高
（千円）

前事業年度
末

当中間会計
期間増加

当中間会計
期間減少

当中間会計
期間末

提出会社 平成13年第４回無担保社債

（新株引受権付）の新株引受

権（注）1

普通株式 4,000 － － 4,000 37

平成19年第１回新株予約権

（注）２、３、４
普通株式 － 30,000 6,000 24,000 2,280

平成19年第２回新株予約権

（注）２、３
普通株式 － 30,000 － 30,000 2,550

平成19年第３回新株予約権

（注）２、３
普通株式 － 30,000 － 30,000 2,400

合計 － 4,000 90,000 6,000 88,000 7,267

　（注）１．平成13年第４回無担保社債（新株引受権付）の新株引受権は、権利行使可能なものであります。

２. 平成19年第１回、第２回及び第３回新株予約権は、権利行使可能なものであります。

３. 平成19年第１回、第２回及び第３回新株予約権の当中間会計期間増加は、新株予約権の発行によるものであり

ます。

４．平成19年第１回新株予約権の当中間会計期間減少は、新株予約権の行使によるものであります。

　

当中間会計期間（自　平成19年10月１日　至　平成20年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
前事業年度末株式数
（株）

当中間会計期間増加
株式数（株）

当中間会計期間減少
株式数（株）

当中間会計期間末株
式数（株）

発行済株式     

普通株式（注） 577,720 13,800 － 591,520

合計 577,720 13,800 － 591,520

（注）普通株式の発行済株式総数の増加13,800株は、無担保社債（新株引受権付）の新株引受権の権利行使による増加

4,000株、新株予約権の権利行使による増加9,800株であります。

２．新株予約権に関する事項
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区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当中間会計
期間末残高
（千円）

前事業年度
末

当中間会計
期間増加

当中間会計
期間減少

当中間会計
期間末

提出会社 平成13年第４回無担保社債

（新株引受権付）の新株引受

権（注）1

普通株式 4,000 － 4,000 － －

平成19年第１回新株予約権

（注）２、３
普通株式 18,000 － 9,000 9,000 855

平成19年第２回新株予約権

（注）２
普通株式 30,000 － － 30,000 2,550

平成19年第３回新株予約権

（注）２
普通株式 30,000 － － 30,000 2,400

合計 － 82,000 － 13,000 69,000 5,805

　（注）１．平成13年第４回無担保社債（新株引受権付）の新株引受権の当中間会計期間減少は、新株引受権の行使によ

るものであります。

２. 平成19年第１回、第２回及び第３回新株予約権は、権利行使可能なものであります。

３．平成19年第１回新株予約権の当中間会計期間減少は、新株予約権の行使によるものであります。

　

前事業年度（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式     

普通株式（注） 556,200 21,520 － 577,720

合計 556,200 21,520 － 577,720

（注）普通株式の株式数の増加21,520株は、第三者割当による新株の発行による増加9,000株、新株予約権の行使による

新株の発行による増加12,520株であります。

　

２．新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当事業年度
末残高
（千円）

前事業年度
末

当事業年度
増加

当事業年度
減少

当事業年度
末

提出会社 平成13年第４回無担保社債

（新株引受権付）の新株引受

権（注）1

普通株式 4,000 － － 4,000 37

平成19年第１回新株予約権

（注）２、３、４
普通株式 － 30,000 12,000 18,000 1,710

平成19年第２回新株予約権

（注）２、３
普通株式 － 30,000 － 30,000 2,550

平成19年第３回新株予約権

（注）２、３
普通株式 － 30,000 － 30,000 2,400

合計 － 4,000 90,000 12,000 82,000 6,697

　（注）１．平成13年第４回無担保社債（新株引受権付）の新株引受権は、権利行使可能なものであります。

２. 平成19年第１回、第２回及び第３回新株予約権は、権利行使可能なものであります。

３. 平成19年第１回、第２回及び第３回新株予約権の当事業年度増加は、新株予約権の発行によるものでありま

す。

４．平成19年第１回新株予約権の当事業年度減少は、新株予約権の行使によるものであります。

（中間キャッシュ・フロー計算書関係）
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前中間会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係

※　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成19年３月31日現在） （平成20年３月31日現在） （平成19年９月30日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 1,325,430

有価証券勘定 899,743

現金及び現金同等物 2,225,174

 （千円）

現金及び預金勘定 401,025

有価証券勘定 1,100,000

現金及び現金同等物 1,501,025

 （千円）

現金及び預金勘定 1,011,926

有価証券勘定 900,000

現金及び現金同等物 1,911,926
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（リース取引関係）

前中間会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額

 

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

その他
（機械装置）

53,348 45,197 8,150

その他
（工具器具備
品）

376,884 195,752 181,131

合計 430,232 240,950 189,282

 

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

その他
（工具器具備
品）

371,500 255,756 115,744

合計 371,500 255,756 115,744

 

取得価
額相当
額
(千円)

減価償
却累計
額相当
額
(千円)

期末残
高相当
額
(千円)

その他
（機械装置）

53,348 49,643 3,704

その他
（工具器具備
品）

373,082 224,712 148,369

合計 426,430 274,356 152,074

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 76,029千円

１年超 121,017千円

合計 197,046千円

１年内 57,024千円

１年超 63,981千円

合計 121,006千円

１年内 70,245千円

１年超 88,581千円

合計 158,826千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額

  千円

支払リース料 41,060 

減価償却費相当額 37,510 

支払利息相当額 2,896 

  千円

支払リース料 39,588 

減価償却費相当額 36,329 

支払利息相当額 1,767 

  千円

支払リース料 81,542 

減価償却費相当額 74,638 

支払利息相当額 5,244 

(4）減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。

(5）利息相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

同左
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（有価証券関係）

前中間会計期間末（平成19年３月31日現在）

時価評価されていない有価証券

その他有価証券

内容 中間貸借対照表計上額(千円） 摘要

(1)投資事業組合出資金 369,706 　

(2)その他 899,743 CP、信託受益権及び外国投資信託

子会社株式及び関連会社株式

内容 中間貸借対照表計上額(千円） 摘要

関連会社株式 123,180 　

当中間会計期間末（平成20年３月31日現在）

１．その他有価証券で時価があるもの

種類 取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円）
差額（千円）

株式 247,811 247,811 －

合計　 247,811 247,811 －

（注）当中間会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について770,717千円減損処理を行っております。

なお、当該株式の減損にあたっては、中間会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全

て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた

額について減損処理を行っております。

　

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

　　その他有価証券

内容 中間貸借対照表計上額（千円）  摘要

（1）非上場株式

（2）投資事業組合出資金

（3）その他

10,000

477,063

1,100,000

　

　

 CP及び信託受益権

　　子会社株式及び関連会社株式

内容 中間貸借対照表計上額（千円）  摘要

子会社株式 10,000 　

関連会社株式 45,500 　

前事業年度末（平成19年９月30日現在）

１．その他有価証券で時価があるもの

種類 取得原価（千円）
貸借対照表計上額
（千円）

差額（千円）

株式 1,018,529 962,993 △55,535

合計　 1,018,529 962,993 △55,535

２．時価評価されていない主な有価証券の内容

　　その他有価証券

内容 貸借対照表計上額（千円）  摘要

（1）非上場株式

（2）投資事業組合出資金

（3）その他

10,000

361,307

900,000

　

　

 CP及び信託受益権

　　子会社株式及び関連会社株式
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内容 貸借対照表計上額（千円）  摘要

関連会社株式 45,500 　

（デリバティブ取引関係）

前中間会計期間（自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日）、当中間会計期間（自　平成19年10月１日　至　平

成20年３月31日）及び前事業年度（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）

　当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。
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（ストック・オプション等関係）

前中間会計期間（自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日）

　該当事項はありません。

　

当中間会計期間（自　平成19年10月１日　至　平成20年３月31日）

　該当事項はありません。

　

前事業年度（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）

ストック・オプションの内容

 
平成14年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び数

当社取締役３名

当社監査役１名

当社従業員22名

外部協力者９名

当社取締役２名

当社監査役３名

当社従業員139名

外部協力者34名

当社取締役３名

当社監査役３名

当社従業員138名

外部協力者34名

ストック・オプション数 普通株式　15,520株 普通株式　8,210株 普通株式　9,555株

付与日 平成14年７月26日 平成17年１月28日 平成18年１月27日

権利確定条件 （注）１ （注）２ （注）２

対象勤務期間
平成14年７月26日から平成

17年９月30日まで

平成17年１月28日から平成

18年12月31日まで

平成18年１月27日から平成

19年12月31日まで

権利行使期間
平成17年10月１日から平成

20年９月30日まで

平成19年１月１日から平成

22年12月31日まで

平成20年１月１日から平成

23年12月31日まで

権利行使価格（円） 6,250 62,900 33,890

付与日における公正な評価

単価（円）
－ － －

（注）１．①新株予約権の発行時において当社の取締役、監査役、従業員または契約社員であった新株予約権者は、新株

予約権の権利確定日において、当社の取締役、監査役、従業員または契約社員であることを要する。ただし、

当社の取締役、監査役が任期満了により若しくは法令変更により退任した場合、または当社の従業員、契約

社員が定年により退職した場合にはこの限りではない。

　　　　　②新株予約権の発行時において当社の契約医療機関の医師、看護婦または従業員であった新株予約権者は、新株予

約権の権利確定日において、当社の契約医療機関の医師、看護婦または従業員であることを要する。ただし、

当社の契約医療機関の医師、看護婦、従業員が定年により退職した場合はこの限りではない。

　　　　　③新株予約権の発行時において当社と顧問契約を締結している顧問であった新株予約権者は、新株予約権の権利確

定日において、当社と顧問契約を締結している顧問であることを要する。ただし、当該新株予約権者が、新株

予約権の権利確定日において、当社の顧問でない場合であっても、新株予約権の権利確定に先立ち、当該新

株予約権の数及び権利確定の時期につき当社取締役会の承認を得た場合には、この限りではない。

　　　　　④新株予約権の発行時において②③以外の当社外部協力者であった新株予約権者は、新株予約権の権利確定に先立

ち、当該新株予約権の数及び権利確定の時期につき、当社取締役会の承認を要する。

　　　２．①新株予約権の割当を受けた対象者は、新株予約権の権利確定日において、当社及び当社子会社等に継続して雇

用されている若しくは委任関係を保持していることを要するものとする。

但し、任期満了による退任、定年退職、転籍、その他正当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限り

ではない。

　　　　　②新株予約権の割当を受けた当社の外部協力者である対象者は、新株予約権の権利確定日において、当社と継続し

て取引関係にあることを要するものとする。

但し、当該新株予約権者が新株予約権の権利確定に先立ち、権利確定の時期につき取締役会の承認を得た場

合は、この限りではない。
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（持分法損益等）

前中間会計期間（自　平成18年10月１日　至　平成19年３月31日）

関連会社に対する投資の金額（千円） 77,680

持分法を適用した場合の投資の金額（千円） 12,640

持分法を適用した場合の投資損失の金額（千円） 20,173

 （注）利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性が乏しい関連会社については、記載を省略し

ております。

当中間会計期間（自　平成19年10月１日　至　平成20年３月31日）

関連会社に対する投資の金額（千円） －

持分法を適用した場合の投資の金額（千円） －

持分法を適用した場合の投資損益の金額（千円） －

 （注）利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性が乏しい関連会社については、記載を省略し

ております。

前事業年度（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）

関連会社に対する投資の金額（千円） －

持分法を適用した場合の投資の金額（千円） －

持分法を適用した場合の投資損益の金額（千円） －

 （注）利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性が乏しい関連会社については、記載を省略し

ております。
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（１株当たり情報）

前中間会計期間
（自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日）

当中間会計期間
（自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日）

前事業年度
（自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日）

１株当たり純資産額    6,251.79円
１株当たり中間純損失金
額

676.67円

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、１株当たり

中間純損失が計上されているため記

載しておりません。

１株当たり純資産額     5,233.63円
１株当たり中間純損失金
額

2,006.31円

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、１株当たり

中間純損失が計上されているため記

載しておりません。

１株当たり純資産額      7,065.01円
１株当たり当期純利益金
額

  176.90円

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額

  174.62円

　（注）　１株当たり中間純損失金額又は１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間会計期間

(自　平成18年10月１日
至　平成19年３月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年10月１日
至　平成20年３月31日)

前事業年度
(自　平成18年10月１日
至　平成19年９月30日)

１株当たり中間純損失又は１株当たり当

期純利益 
   

中間純損失（△）又は当期純利益（千

円）
△378,056 △1,176,979 100,235

普通株主に帰属しない金額（千円） － － －

普通株式に係る中間純損失（△）又は

当期純利益（千円）
△378,056 △1,176,979 100,235

期中平均株式数（株） 558,700 586,638 566,628

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額 
   

中間（当期）純利益調整額（千円） － － －

普通株式増加数（株） － － 7,398

（うち新株引受権付社債） (－) (－) (3,705)

（うち新株予約権） (－) (－) (3,693)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要

　第４回新株引受権付

社債並びに新株予約権

６種類（新株予約権の

数99,354個、普通株式

106,335株）

　新株予約権６種類

（新株予約権の数

83,532個、普通株式

89,655株）

　新株予約権５種類

（新株予約権の数

92,900個、普通株式

92,900株）

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】

　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第12期）（自　平成18年10月１日　至　平成19年９月30日）

平成19年12月19日関東財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独　立　監　査　人　の　中　間　監　査　報　告　書

 平成１９年６月２１日

株　式　会　社　メ　デ　ィ　ネ　ッ　ト  

 取　締　役　会　 御　中  

 み　す　ず　監　査　法　人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 海　野　隆　善

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 工　藤　雄　一

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社メ

ディネットの平成１８年１０月１日から平成１９年９月３０日までの第１２期事業年度の中間会計期間（平成１８年１０

月１日から平成１９年３月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等

変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

株式会社メディネットの平成１９年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年１

０月１日から平成１９年３月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示している

ものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

 平成20年６月19日

株 式 会 社 メ デ ィ ネ ッ ト  

 取　締　役　会　 御　中  

 新日本監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 江　島　　　智　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 工　藤　雄　一　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社メディネットの平成19年10月１日から平成20年９月30日までの第13期事業年度の中間会計期間（平成19年10月１

日から平成20年３月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算

書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸

表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、

株式会社メディネットの平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成19年10月１日

から平成20年３月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。
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